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１１１１    人事委員会人事委員会人事委員会人事委員会 

                                                                       
((((1111))))    人事委員会人事委員会人事委員会人事委員会のののの構成構成構成構成                                                  
  
                                                                （平成２４年３月３１日現在） 

 職 名    氏  名  常勤・非常勤の別      任      期  

 
 
委 員 長     
 
 

 
 
北 川   正 
 
 

 
 

非常勤 
 
 

  平成２２年７月２７日 
   ～平成２６年７月２６日 
 委員長任期 
  平成２２年８月３日 
   ～平成２６年７月２６日 

 
 
 
 
 

 
委  員 
 

 
成 瀬 公 博 
 

 
非常勤 

 

  平成２３年７月８日    
   ～平成２７年７月７日 

               
委員長職務代理者 
（２期目） 

 
委  員 
 

 
米 満 淑 恵 
 

 
非常勤 

 

  平成２１年８月１日      
   ～平成２５年７月３１日 

       
 
 

 
((((2222))))    人事委員会人事委員会人事委員会人事委員会のののの会議会議会議会議 

回数 開催年月日 議         題 備 考 

1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年 4月14日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２２年度第２３回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 職員の採用選考について 

第２号議案 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正
する規則の制定について 

第３号議案 平成２３年（人不）第３号事案の審理機関の
構成について 

３ 報告事項 
  ・平成２３年度熊本県職員等採用試験募集職種及び採用予

定人員について 
・熊本県職員の任用に関する規則第３３条第２項の規定に

より条件付採用期間を延長した職員について 
・措置要求書の受理について 
・不服申立書の受理について 
・平成２３年職種別民間給与実態調査について 
・国家公務員制度改革基本法等に基づく改革の「全体像」

について 
４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年 4月27日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第１回人事委員会議事録について 
２ 議 案 

第１号議案 職員の採用選考について 
第２号議案 熊本県に公平委員会の事務を委託している地

方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則
の一部を改正する規則の制定について 

第３号議案 平成２３年（人不）第４号事案の審理機関の
構成について 

第４号議案 東日本大震災に対処するための熊本県職員の
勤務時間、休暇等に関する規則の特例に関す
る規則の制定について 
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回数 開催年月日 議         題 備 考 

  第５号議案 東日本大震災に対処するための熊本県職員の
勤務時間、休暇等に関する規則の特例に関す
る規則の運用について 

第６号議案 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する条
例の別表第１９号作業（救難救助等作業）に
係る「この作業に相当すると人事委員会が認
める作業」の承認について 

３ 報告事項 
  ・不服申立書の受理について 
４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 

3 
 
 

平成23年 5月27日 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第２回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
   第１号議案 熊本県職員の任用に関する規則第２６条第７

号に規定する職の承認について 
  第２号議案 身体障がい者を対象とする採用選考試験にお

ける第1次試験合格者の決定方法について 
第３号議案 平成２３年６月熊本県議会定例会に提案され

る職員に関する条例案に対する人事委員会の
意見について 

  第４号議案 「熊本県警察職員の特殊勤務手当の運用につ
いて」の一部改正について 

３ 報告事項 
  ・勤務条件に関する措置要求の取下げについて 

・平成２３年職種別民間給与実態調査の実施について 
４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 

4 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年 6月30日 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第３回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 熊本県人事委員会事務局処務規程の一部を改

正する訓令の制定について 
第２号議案 第２４回全国健康福祉祭くまもと大会熊本県

実施本部設置規程の制定について 
第３号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（大学卒業

程度）第１次試験合格者の決定について 
第４号議案 平成２３年（人不）第２号事案の準備手続の

実施及び委任について 
第５号議案 「熊本県職員の管理職手当に関する規則別表

第１に規定する「人事委員会が定めるもの」
等について」の一部改正について 

３ 報告事項 
・勤務条件に関する措置要求書の受理について 
・平成２３年職種別民間給与実態調査の実施の発表について 
・地方公務員制度改革について 

４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5 
 
 
 

平成23年 7月14日 
 
 

 

１ 平成２３年度第４回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年度警察官採用試験（警察官Ａ）第 

１次試験合格者の決定について 
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回数 開催年月日 議         題 備考 

 
 

 
 

３ その他 
  ・人事委員会関係日程 

 
 

6 
 
 
 
 

平成23年 7月21日 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第５回人事委員会議事録について 
２ 議 案 

第１号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（民間企業
等経験者対象・大学卒業程度）第１次試験合
格者の決定について 

  第２号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（大学卒業
程度）第２次試験合格者の決定について 

３ その他             
  ・人事委員会関係日程 

 
 
 
 
 
 
 

7 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年 8月11日 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第６回人事委員会議事録について 
２ 議 案 

第１号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（大学卒業
程度）第３次試験合格者の決定及び採用候補
者の確定について 

    第２号議案  平成２２年（人不）第１号事案及び平成２３
年（人不）第３号事案の不服申立ての審査の
併合について 

  第３号議案 職員の採用選考について 
３ その他 
  ・人事委員会関係日程 

 
 
 
 
 
 
 
 

8 
 
 
 
 
 

平成23年 8月25日 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第７回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年度警察官採用試験（警察官Ａ）第

２次試験合格者の決定及び採用候補者の確定
について 

  第２号議案 熊本県職員の任用に関する規則の施行規程の
一部を改正する規程の制定について 

３ その他 
  ・人事委員会関係日程 

 
 
 
 
 
 

9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年 9月 5日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第８回人事委員会議事録について 
２ 議 案 

第１号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（民間企業
等経験者対象・大学卒業程度）第２次試験合
格者の決定について 

第２号議案 職員の採用選考について 
第３号議案 熊本県職員の任用に関する規則の施行規程第

９条第２項第１号カに規定する「その他人事
委員会が必要と認める書類」について 

３ 報告事項 
・平成２３年度熊本県職員等採用試験（短期大学卒業程度、

高等学校卒業程度、警察官Ｂ）及び平成２３年度身体障が
い者を対象とする熊本県職員採用選考試験の応募状況に
ついて 

・熊本県公務員労働組合共闘会議（県公労）からの要請に
ついて 

４ その他 
・人事委員会関係日程 
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回数 開催年月日 議         題 備 考 

10 
 
 
 
 
 

平成23年10月 3日 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第９回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（民間企業

等経験者対象・大学卒業程度）第３次試験合
格者の決定及び採用候補者の確定について 

    第２号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（短期大学
卒業程度）第１次試験合格者の決定について 

第３号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（高等学校
卒業程度）第１次試験合格者の決定について 

第４号議案 職員の採用選考について 
３ 協  議  
  ・平成２３年（人措）第２号事案に係る判定書（案）につ

いて 
・平成２３年人事委員会報告及び勧告について 

４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 

11 
 
 
 

平成23年10月13日 
 
 

１ 平成２３年度第１０回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年（人措）第２号事案の判定について 

第２号議案 「熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則
の運用について」の一部改正について 

３ 協 議 
  ・平成２３年人事委員会報告及び勧告について 
４ 報告事項 

・平成２３年度警察官採用試験（警察官Ｂ）における採用
予定数の変更について 

５ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 

12 
 
 

平成23年10月24日 
 
 

１ 平成２３年度第１１回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年度警察官採用試験（警察官Ｂ）第

１次試験合格者の決定について 
  第２号議案 平成２３年人事委員会報告及び勧告について 
４ 報告事項 

・苦情相談に関する事案の概要及び処理状況について 
３ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 

13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年11月 9日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第１２回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（短期大学

卒業程度）第２次試験合格者の決定及び採用
候補者の確定について 

第２号議案 平成２３年度熊本県職員採用試験（高等学校
卒業程度）第２次試験合格者の決定及び採用
候補者の確定について 

第３号議案 平成２３年度身体障がい者を対象とする熊本
県職員採用選考試験第１次試験合格者の決定
について 

第４号議案 熊本県に公平委員会の事務を委託している地
方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則 
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回数 開催年月日 議         題 備 考 

  の一部を改正する規則の制定について 
３ 報告事項 

・平成２３年全国人事委員会報告・勧告の状況について 
４ その他   
  ・人事委員会関係日程 
 

 

14 
 
 
 
 
 

平成23年11月28日 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第１３回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 平成２３年１１月熊本県議会定例会に提案さ

れる職員に関する条例案に対する人事委員会
の意見について 

  第２号議案 熊本県職員等の給料月額の調整額に関する規
則の一部を改正する規則の制定について 

第３号議案 給料の切替えに伴う経過措置に関する規則の
一部を改正する規則の制定について 

第４号議案 「給料の切替えに伴う経過措置に関する規則
（平成１８年熊本県人事委員会規則第５号）
の運用について」の一部改正について 

第５号議案 熊本県職員の特地勤務手当等に関する規則の
一部を改正する規則の制定について 

第６号議案 熊本県職員の期末手当及び勤勉手当に関する
規則の一部を改正する規則の制定について 

第７号議案 東日本大震災に対処するための熊本県警察の
職員の特殊勤務手当の特例に関する規則の制
定について 

第８号議案 「東日本大震災に対処するための熊本県警察 
の職員の特殊勤務手当の特例に関する運用に
ついて」の制定について 

３ 協 議 
  ・平成２４年度熊本県職員採用試験について 
４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 
 

15 
 
 
 
 
 

平成23年12月 1日 
 
 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第１４回人事委員会議事録について 
２ 議 題 
  第１号議案 平成２３年度警察官採用試験（警察官Ｂ）

第２次試験合格者の決定及び採用候補者
の確定について  

  第２号議案 平成２３年度身体障がい者を対象とする熊本
県職員採用選考試験第２次試験合格者の決定
について 

第３号議案 十五都道府県人事委員会協議会への加入の申
出について 

３ 協 議 
・平成２４年度熊本県職員採用試験について 

４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

16 
 
 
 

平成24年 1月27日 
 
 
 

１ 平成２３年度第１５回人事委員会議事録について 
２ 議 案 

第１号議案 職員の採用選考について 
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回数 開催年月日 議         題 備考 

 
 
 

 
 

３ 協 議 
・平成２４年度熊本県職員採用試験について 
・県立学校における副校長の設置について 
・へき地学校等の指定基準に係る取扱の見直しについて 

４ 報告事項 
・「熊本県行政文書等の管理に関する条例」について 
・平成２３年度県職員採用試験等の実施結果等について 
・専決処分の報告について 

５ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 

17 
 
 
 
 
 

平成24年 2月13日 
 
 
 
 
 

１ 平成２３年度第１６回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 職員の昇任選考について 
  第２号議案 職員の採用選考について 
  第３号議案 平成２４年２月熊本県議会定例会に提案され

る職員に関する条例案に対する人事委員会の
意見について 

３ 協 議 
・平成２４年度県職員採用試験等の制度改正について 
・熊本県人事委員会が保有する行政文書の管理に関する規
則(仮称)（案）について 

・熊本県人事委員会行政文書管理規程(仮称)（案）について 
４ その他 

 ・人事委員会関係日程 
 

 
 
 
 
 
 

18 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成24年 3月 1日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 平成２３年度第１７回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 職員の採用選考について 

第２号議案 職員の昇任選考について 
第３号議案 平成２４年度職員採用試験等の試験日程の決

定について 
第４号議案 熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準

に関する規則の一部を改正する規則の制定に
ついて 

第５号議案 副校長の設置に伴う関係人事委員会規則の整
備等に関する規則の制定について 

第６号議案 「級別格付基準表について」の一部改正につ
いて 

第７号議案 「教育職給料表(2)及び教育職給料表(3)に係
る級別最低経験年数表中「別に定める」の取
扱いについて」の一部改正について 

第８号議案 「熊本県職員の管理職手当に関する規則別表
第１に規定する「人事委員会が定めるもの｣
等について」の一部改正について 

第９号議案 「期末手当及び勤勉手当の支給について」の
一部改正について 

第10号議案 「熊本県職員等の退職手当の調整額を支給さ
れる職員等の区分に関する規則別表ア、イに
規定する「人事委員会の定めるもの」につい
て」の一部改正について 

３ その他 
  ・人事委員会関係日程 
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回数 開催年月日 議         題 備 考 

19 
 
 
 
 
 
 

平成24年 3月16日 １ 平成２３年度第１８回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 職員の採用選考について 
  第２号議案 平成２４年度熊本県職員採用試験等実施要綱

及び合格者決定要領の制定について 
  第３号議案 公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関

する規則の一部を改正する規則の制定につい
て 

  第４号議案 平成２３年（人不）第４号事案の裁決につい
て 

  第５号議案 給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正
する規則の制定について 

  第６号議案 熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準
に関する規則の一部を改正する規則の制定に
ついて 

  第７号議案 「学歴免許等資格区分表中「上記に相当する
と人事委員会が認める学歴免許等の資格」に
ついて」の一部改正について 

  第８号議案 「級別格付基準表について」の一部改正につ
いて 

  第９号議案 「格付の基準について」の一部改正について 
第10号議案 熊本県職員の管理職手当に関する規則の一部

を改正する規則の制定について 
第11号議案 「熊本県職員の管理職手当に関する規則別表

第１に規定する「人事委員会が定めるもの｣
等について」の一部改正について 

第12号議案 「扶養手当の運用について」の一部改正につ
いて 

第13号議案 「住居手当の運用について」の一部改正につ
いて 

第14号議案 「通勤手当の運用について」の一部改正につ
いて 

第15号議案 「単身赴任手当の運用について」の一部改正
について 

第16号議案 「公安職給料表の適用を受ける職員の初任給
について」の廃止について 

第17号議案 事務局職員の人事異動について 
 
３ 報告事項 
  ・平成２４年度人事委員会事務局当初予算の概要について 

・平成２４年度熊本県職員等採用試験における募集職種・
区分について 

４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
 

 

20 平成24年 3月26日 １ 平成２３年度第１９回人事委員会議事録について 
２ 議 案 
  第１号議案 職員の採用選考について 
  第２号議案 熊本県人事委員会が保有する行政文書の管理

に関する規則の制定について 
  第３号議案 熊本県人事委員会行政文書管理規程の制定に

ついて 
  第４号議案 熊本県職員の任用に関する規則の一部を改正 
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回数 開催年月日 議            題 備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

する規則の制定について 
  第５号議案 熊本県人事委員会事務局処務規程の一部を改

正する訓令の制定について 
  第６号議案 公益的法人等への熊本県職員等の派遣等に関

する規則の一部を改正する規則の一部を改正
する規則の制定について 

  第７号議案 熊本県職員の期末手当及び勤勉手当に関する
規則の一部を改正する規則の制定について 

  第８号議案 熊本県へき地手当等に関する規則の一部を改
正する規則の制定について 

  第９号議案 「期末手当及び勤勉手当の支給について」の
一部改正について 

第10号議案 「準特地公署の指定について」の一部改正に
ついて 

第11号議案 「熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規
則の運用について」の一部改正について 

第12号議案 民間企業等経験者採用試験合格者の採用に係
る初任給決定の取扱いの承認について 

３ 報告事項 
  ・平成２３年度熊本県職員採用試験等の結果に係る簡易開

示の状況について 
４ その他 
  ・人事委員会関係日程 
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２２２２    事務局事務局事務局事務局 
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２２２２    事務局事務局事務局事務局 

 

（１）組織及び職員の配置状況 

     ア 組 織 

       事務局の組織は、２課２係で次のとおりです。 

          

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     イ  職員の配置状況 

        職員１８人（条例定数２０人）の配置状況は、次のとおりです。 

                                                    （平成２３年４月１日現在） 

区 分 職   名  氏   名 備 考 

事務局   事務局長 田 崎  龍 一  

  首席審議員（兼総務課長） 松 見     久  

  審 議 員（兼課長補佐） 上 村  祐 司  

 審 議 員 後 藤    浩  

 課長補佐（総務担当） 豊 福    博  

 課長補佐（任用担当） 城 内  智 昭  

 主  幹 藤 由    誠  

 参  事 野 田  尚 裕  

 主任主事 森 本  愛 子  

 

 

総務課 

 主任主事 今別府  隆 宏  

  公務員課長 松 永      寿  
公務員課 

  審 議 員（兼課長補佐） 釘 本  昭 彦  

課長補佐（審査係担当） 中 村    彰  
審査係 

参  事 澤 本  恒 生  

主  幹（兼給与係長） 吉 永  圭 一  

主  幹 中 山  昭 德  

参  事 田 川   知 典  

  

給与係 

主  事 北 園    恵  

事務局 

総務課 

公務員課 

審査係 

給与係 
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（２）分掌事務 

課 名 係 名 分   掌   事   務 

総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 人事委員会会議に関すること。 

 ２  公印に関すること。 

 ３ 事務局職員の任免、分限、懲戒、服務その他の身分取扱い

に関すること。 

 ４ 事務局職員の給与及び勤務条件に関すること。 

 ５ 事務局の予算及び経理に関すること。 

 ６ 事務局内事務の調整に関すること。 

 ７ 文書に関すること。 

 ８ 広報に関すること。 

 ９ 事務局職員の研修及び福利厚生に関すること。 

１０ 情報公開に関すること。 

１１ 任用試験及び選考に関すること。 

１２  職員からの苦情相談に関すること(任用に関すること)。 

審査係 

  １ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の審

査及び必要な措置に関すること。 

  ２ 不利益処分に関する不服申立ての審査及び必要な措置に関

すること。 

 ３ 管理職員等の指定に関すること。  

４ 職員団体の登録に関すること。 

 ５ 労働基準監督機関の職権行使に関すること（労働安全衛生

法関係）。 

  ６ 職員からの苦情相談に関すること（任用、給与、勤務条件

等に関することを除く）。 

 ７ 退職手当の支給制限等の処分に関する調査審議に関するこ

と。 

公務員課 

給与係 

 １ 職員の分限及び懲戒に関する制度に関すること。 

２ 職員の給与に関する調査及び研究に関すること。 

 ３ 人事記録の管理及び人事統計報告に関すること。 

 ４ 職員の勤務時間その他の勤務条件に関する調査及び研究に

関すること。 

 ５ 職員の厚生福利制度、その他職員に関する制度の研究に関

すること。 

 ６ 職員の研修及び勤務成績の評定に関する制度の研究に関す

ること。 

７ 職階制に関する計画の立案及び実施に関すること。 

 ８ 職員に対する給与支払監理に関すること。 

 ９  労働基準監督機関の職権行使に関すること（労働安全衛生

法関係を除く）。 

１０ 兼業、営利企業等の従事制限に関すること。 

１１  職員からの苦情相談に関すること（給与、勤務条件等に関

すること）。 
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  （参考）  職員の配置状況 

                                                 （平成２４年４月２５日現在） 

区 分 職   名  氏   名 備 考 

事務局   事務局長 岡 村  範 明  

  総務課長 吉 富     寛  

  審 議 員（兼課長補佐） 上 村  祐 司  

 審 議 員 後 藤    浩  

 主  幹（総務任用担当） 早 田  吉 秀  

 主  幹 藤 由    誠  

 参  事 野 田  尚 裕  

 参  事 今別府  隆 宏  

 

 

総務課 

 主任主事 森 本  愛 子  

  公務員課長 松 永      寿  
公務員課 

  審 議 員（兼課長補佐） 釘 本  昭 彦  

課長補佐（審査係担当） 中 村    彰  
審査係 

参  事 村 﨑  敬 史  

課長補佐（給与係担当） 吉 永  圭 一  

主  幹 中 山  昭 德  

参  事 田 川   知 典  

  

給与係 

主  事 北 園    恵  
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ⅡⅡⅡⅡ　　　　　　　　事業事業事業事業のののの概要概要概要概要
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１１１１　　　　職員職員職員職員のののの任用任用任用任用
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１１１１　　　　職員職員職員職員のののの任用任用任用任用

(1) 採　　用　

平成２３年度に実施した職員採用の競争試験及び選考の状況は、次のとおりです。

ア　競争試験

第１表　平成２３年度職員採用試験実施状況（概要）                   （単位：人）

実施状況は、第１表～第４表のとおりです。また、過去１０年間の実施状況の推移は、第
１図～第６図のとおりです。

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

1,264 819 255 249 134 133 91 9.0 85

264 230 25 23 13 12 9 25.6 9

78 67 9 9 3 22.3 3

324 264 40 36 13 20.3 13

1,930 1,380 329 272 147 190 116 11.9 110

男  性 1,028 820 335 257 86 9.5 69

女  性 202 140 39 26 9 15.6 6

男  性 628 506 245 187 58 8.7 52

女  性 157 103 39 26 9 11.4 7

2,015 1,569 658 496 162 9.7 134

3,945 2,949 987 272 147 686 278 10.6 244

採用者数
（H24.4.1
現在）

第 １ 次 試 験

大 学 卒 業 程 度

競争率
（倍）

大卒第２次試験 大卒第３次、
その他第２次
試験受験者

最 終
合格者数

短期大学卒業程度

応募者数試  験  の  名  称

職
 

員
 

採
 

用
 

試
 

験

大学卒業程度
(民間企業等経験者

  対象)

計

警察官Ａ

警察官Ｂ

高等学校卒業程度

小　      　計

小　     　計

警
 

察
 

官
 

採
 

用
 

試
 

験
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 第２表　平成２３年度職員採用試験の日程等

熊本市 熊 本 学 園 大 学

東京都 立 教 大 学

熊 本 県 庁

熊 本 県 立 大 学

熊本市 熊 本 学 園 大 学

東京都 立 教 大 学

第
２
次

面
 

接

23.8.27
　　～8.28
（23.9.9）

熊本市 熊 本 県 立 大 学

第
３
次

面
 

接

23.9.24
（23.10.4）

熊本市 熊 本 県 庁

第
１
次

筆
記

23.9.25
（23.10.4）

熊本市 熊 本 学 園 大 学

第
１
次

筆
記

23.9.25
（23.10.4）

熊本市 熊 本 学 園 大 学

第
１
次

筆
記

23.7.10
（23.7.15）

熊本市 熊 本 学 園 大 学

適
性

23.8.6 熊本市 熊 本 県 立 大 学

体
力

23.8.7 熊本市 熊本県立総合体育館

面
接

23.8.15
   ～8.19
（23.8.26）

熊本市 熊 本 県 立 大 学

第
１
次

筆
記

23.10.16
（23.10.25）

熊本市 熊 本 県 立 大 学

体
力

23.11.12 熊本市 熊 本 県 警 察 学 校

面
接

23.11.19
　　～11.22
（23.12.2）

熊本市 熊 本 県 庁

第
２
次

第
１
次

筆
 

記

第
２
次

23.6.26
（23.7.22）

筆
記

23.10.22 熊本市
23.8.8

　　～8.26

職
 
 

員
 
 

採
 
 

用
 
 

試
 
 

験

    大学卒業程度
 (民間企業等経験
  者対象）

23.4.18
23.5.9

　　～5.27

警  察  官  B

警
 

察
 

官
 

採
 

用
 

試
 

験

23.7.30
　　～8.2
（23.8.12）

23.6.17

第
２
次

筆
記

面
接

23.5.9
　　～5.27

23.6.17
23.8.8

　　～8.26

熊本市

23.5.9
　　～5.27

23.6.26
（23.7.1）

筆
 

記

第
３
次

23.7.11
　　～7.15
（23.7.22）

第
２
次

面
　
接

熊本市

熊本市

面
接

熊 本 県 庁

23.10.29
（23.11.10）

熊本市 熊 本 県 立 大 学

熊 本 県 立 大 学

熊 本 県 立 大 学

23.10.29
（23.11.10）

熊本市 熊 本 県 立 大 学

23.10.22

試  験  の  名  称
（合格発表日）

面
 

接

第
２
次

試    験    会    場試験地申込受付期間公 告 日
試    験    日

警  察  官  A

大学卒業程度

高等学校卒業程度
23.8.8

　　～8.26

23.4.18

23.4.18

第
１
次

短期大学卒業程度 23.6.17
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第３表　平成２３年度採用試験の受験資格及び試験の方法等

受   験   資   格
（H24.4.1現在の年齢） 第　１　次　試　験 第　２　次　試　験 第　３　次　試　験

大  学  卒  業  程  度

　昭和５７年４月２日から平
成２年４月１日までに生ま
れた者（２２～２９歳）
※２２歳未満で、学校教育
法による大学を卒業又は
平成２４年３月末までに卒
業見込みの者を含む。

１　教養試験
　　択一式
２　専門試験
　　択一式

１　論文試験
２　面接試験
　　個別面接

１　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団討論

大  学  卒  業  程  度
(民間企業等経験者対象)

　昭和２７年４月２日から昭
和５７年４月１日までに生
まれた者（３０～５９歳）で、
民間企業等における職務
経験年数が通算７年以上
ある者（受験申込日現在）

１　教養試験
　　択一式
２　論文試験
　　　(「行政」のみ）
３　専門試験
　　 （「行政」を除く）

１　面接試験
　　個別面接

１　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団討論

短 期 大 学 卒 業 程 度

　昭和５９年４月２日から平
成４年４月１日までに生ま
れた者（２０～２７歳）

１　教養試験
　　択一式
２　専門試験
　　択一式

１　論文試験
２　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団面接

高 等 学 校 卒 業 程 度

　平成２年４月２日から平
成６年４月１日までに生ま
れた者（１８～２１歳）

１　教養試験
　　択一式
２　適性試験
　　（事務系職種）
　　択一式
３　専門試験
　　（技術系職種）
　　択一式

１　作文試験
２　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団面接

警    察    官    A
（男性・女性）

　昭和５４年４月２日以降に
生まれた者（２２～３２歳）
で４年制大学卒業（見込）
者

１　教養試験
　　択一式

１　論文試験
２　体力試験
　　握力、上体起こし、長座体
　　前屈、反復横飛び、２０ｍ
　　シャトルラン、立ち幅跳び、
　　腕立て伏せ
３　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団討論
４　身体検査

警　　察　　官　　Ｂ
（男性・女性）

　昭和５９年４月２日から平
成６年４月１日までに生ま
れた者（１８～２７歳）で４年
制大学卒業（見込）者を除
く

１　教養試験
　　択一式

１　作文試験
２　体力試験
　　握力、上体起こし、長座体
　　前屈、反復横飛び、２０ｍ
　　シャトルラン、立ち幅跳び、
　　腕立て伏せ
３　面接試験
　ア　個別面接
　イ　集団面接
４　身体検査

警
　
察
　
官
　
採
　
用
　
試
　
験

試  験  の  名  称

職
　
 

員
 
　
採
 
　
用
 
　
試
 
　
験

試　  験  　の  　方  　法
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第４表　平成２３年度職員採用試験実施状況

①　一般職員                                        　          （単位：人）

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

27人程度 505 292 81 78 36 35 27 10.8 24

9人程度 100 76 26 26 14 14 9 8.4 7

25人程度 336 249 75 73 34 34 25 10.0 25

１人程度 13 7 3 3 2 2 1 7.0 1

6人程度 48 17 7 7 5 5 5 3.4 5

2人程度 11 8 6 6 4 4 2 4.0 2

2人程度 20 11 5 5 4 4 2 5.5 2

3人程度 51 28 9 9 5 5 3 9.3 3

2人程度 37 22 6 6 4 4 2 11.0 2

2人程度 21 14 6 6 4 4 2 7.0 2

1人程度 11 8 2 2 2 2 1 8.0 1

2人程度 16 12 5 5 4 4 2 6.0 2

1人程度 62 49 7 7 3 3 1 49.0 0

4人程度 19 14 7 6 5 5 4 3.5 4

5人程度 14 12 10 10 8 8 5 2.4 5

92人程度 1264 819 255 249 134 133 91 9.0 85

(民間企業等経験者対象）

6人程度 222 192 18 16 9 8 6 32.0 6

3人程度 42 38 7 7 4 4 3 12.7 3

9人程度 264 230 25 23 13 12 9 25.6 9

行　　　　　政

一  般  土  木

管理栄養士

農　　　　　学

化　　　　　学

計

畜　　　　　産

林　　　　　学

水　　　　　産

計

種
　
類

職　　　　　種

農  業  土  木

心 理 判 定 員

一  般  土  木

学  校  事  務

大
　
　
学
　
　
卒
　
　
業
　
　
程
　
　
度

薬　　剤　　師

保　　健　　師

建　　　　　築

採用者数
（H24.4.1
現在）

第 １ 次 試 験

行　　　　　政

警  察  行  政

応募者数
第  ３  次
試　　　験
受験者数

最　　　終
合格者数

競争率
　（倍）

採　　　用
予定者数

第 ２次 試 験

採用者数第 １ 次 試 験区 第  ２  次
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②　警察官　                                        　          （単位：人）

第１図　大卒・短大卒・高卒程度試験における応募者数・受験者数・合格者数・競争率の推移

受験者数 合格者数

3人程度 78 67 9 9 3 22.3 3

3人程度 78 67 9 9 3 22.3 3

3人程度 110 87 9 8 3 29.0 3

4人程度 95 81 13 13 4 20.3 4

4人程度 95 76 12 10 4 19.0 4

2人程度 24 20 6 5 2 10.0 2

13人程度 324 264 40 36 13 20.3 13計

採用者数
（H24.4.1
現在）

第 １ 次 試 験

高
等
学
校
卒
業
程
度

区
　
分

職　　　　種

短
期
大
学
卒
業
程
度

学校図書館事務

計

学　校　事　務

一　般　土　木

採　　　用
予定者数

応募者数
最　　　終
合格者数

競争率
　（倍）

一　般　事　務

警　察　事　務

第  ２  次
試　　　験
受験者数

受験者数 合格者数

男   性 86人程度 1028 820 335 257 86 9.5 69

女   性 9人程度 202 140 39 26 9 15.6 6

男   性 58人程度 628 506 245 187 58 8.7 52

女   性 9人程度 157 103 39 26 9 11.4 7

162人程度 2015 1569 658 496 162 9.7 134合　　計

警
　
察
　
官

警察官Ａ

警察官Ｂ

採用者数
（H24.4.1
現在）

第 １ 次 試 験 第  ２  次
試　　　験
受験者数

最　　　終
合格者数

競争率
　（倍）

区
　
分

職　　　　　種
採　　　用
予定者数

応募者数
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（※平成２２年度新設の民間企業等経験者対象・大学卒業程度試験分は非算入。）

第２図　合格者総数に占める試験区分ごとの合格者数の割合
（※平成２２年度新設の民間企業等経験者対象・大学卒業程度試験分は非算入。）
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第３図　大学卒業程度試験における応募者数・受験者数・合格者数・競争率の推移
（※平成２２年度新設の民間企業等経験者対象・大学卒業程度試験分は非算入。）

第４図　短期大学卒業程度試験における応募者数・受験者数・合格者数・競争率の推移
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競争率    28.2    16.5    26.3    27.4    28.0      0    53.0    52.0    64.0    22.3

䌈１４ 䌈１５ 䌈１６ 䌈１７ 䌈１８ 䌈１９ 䌈２０ 䌈２１ 䌈２２ 䌈２３

- 29 -



第５図　高等学校卒業程度試験における応募者数・受験者数・合格者数・競争率の推移

第６図　警察官採用試験における応募者数・受験者数・合格者数・競争率の推移
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イ　選　考

第５表　平成２３年度職員採用選考実施状況　　　　　                   （単位：人）

注）警察官の警部以下の職への採用選考の権限は、警察本部長に委任しています。

実施状況は、第５表のとおりです。

⍮　　　事 教育ᆔ員会 警察本ㇱ長
⍮事

（企業ዪ）
そ　の　他 計

　
　

ㇱ　 長 　⚖ 1 1

次 　長 　⚖ 1 1

⺖ 　長 　⚖ 5 16 2 23

⺖長⵬૒⚖ 2 9 11

ଥ　 長 　⚖ 3 36 39

ਥછਥ事 5 5 10

ਥછ技師 3 3

ਥ　 　　事 7 1 8

技　 　　師

⎇  ⓥ  員

ක　　　 師 6 6

理学≮法士 1 1

␠会⑔␩士 4 4

保　育　士 2 2

₞　ක　師 7 7

⋴⼔師 7 7

職業⸠✵ᜰዉ員 1 1

化学 2 2

⸻≮᡼኿✢技師 1 1

学  ⧓  員 1 1

㐓⼂技師 1 1

58 68 3 129

警 　　　ⷞ 6 6

警　　 　ㇱ

警 　ㇱ 　⵬

Ꮌ 査 ㇱ 長

Ꮌ　　 査 2 2

8 8

58 68 11 137

警
　
　
　
察
　
　
　
官

計

小　    　計

小    　　計

資
 

格
 

職
 

種
 

等

人
事
੤
ᵹ
等

人
 

事
 

੤
　
ᵹ
　
等
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(2) 昇　　任　

平成２３年度に実施した職員昇任の競争試験及び選考の状況は、次のとおりです。

ア　競争試験

第６表　平成２３年度警察官昇任試験の実施状況　　                   （単位：人）

イ　選　考

第７表　平成２３年度職員昇任選考の実施状況　　                   （単位：人）

(3) 身体障がい者を対象とする選考試験

　現在実施しているのは、警察官の警部、警部補及び巡査部長への昇任試験のみで、その
実施については、警察本部長に委任しています。
　なお、実施状況は第６表のとおりです。

実施状況は、第７表のとおりです。

区　　分 受験予定者数 受験者数 最終合格者数 競争率（倍） 試　　験　　日

警　　ㇱ 365 365 28 13.0
第１次　２３䋮６䋮２３
第２次　２３䋮７䋮４
第３次　２３䋮７䋮２８（ญㅀ・術⑼）

警　ㇱ　⵬ 567 479 66 7.3
第１次　２３䋮１０䋮１
第２次　２３䋮１０䋮２２
第３次　２３䋮１１䋮２５（ญㅀ・術⑼）

Ꮌ査ㇱ長 667 630 105 6.0
第１次　２３䋮１０䋮１
第２次　２３䋮１０䋮２４
第３次　２３䋮１１䋮２８（ญㅀ・術⑼）

区分 職છ๮ᮭ者 ⍮事 教育ᆔ員会 警察本ㇱ
⍮事

（企業ዪ）
その他 計

ㇱ 　長 　⚖ 10 0 0 0 0 10

次 　長 　⚖ 22 1 0 0 1 24

⺖　 長　 ⚖ 45 5 1 0 2 53

⺖長⵬૒⚖ 97 32 6 1 0 136

ଥ 　長 　⚖ 94 46 12 3 3 158

小　  　　計 268 84 19 4 6 381

警察官 警　  　　ⷞ 0 0 24 0 0 24

268 84 43 4 6 405計

一
　
般
　
職
　
員
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ア　平成２３年度選考試験日程及び受験資格

イ　平成２３年度選考試験の実施状況

ウ　応募者数・受験者数・合格者数の推移

「障害者の雇用の促進に関する法律」の趣旨に基づき、熊本県内の身体障がい者の雇用促進を
図るため、身体障がい者を対象とする熊本県職員採用選考試験を平成９年度から実施していま
す。

受付期間
(公告日)

試験地
(試験会場)

試験の方法

第
１
次
試
験

23.10.23
(23.11.10)

熊本市
(熊本県立

 大学)

１　教養試験
　　択一式
２　作文試験

第
２
次
試
験

23.11.26
(23.12.2)

熊本市
(熊本県庁)

１　面接試験
　　個別面接

23.8.8
 ～8.26
(23.7.1)

試 験 日
(合格発表日)

・昭和５５年４月２日から平成６年４月
１日までに生まれた者（１８～３１歳）
・身体㓚ኂ者⑔␩法第１５᧦に定䉄
る身体㓚ኂ者ᚻᏭの੤付を受けて䈇
る者
・通ൕがで䈐、か䈧、੺⼔者䈭しに職
務ㆀ行がน⢻䈭者
・熊本県ౝにዬ૑して䈇る者（通学䈭
䈬のた䉄一ᤨ⊛に県ᄖにዬ૑して䈇
る者を含む。）

受　験　資　格

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

一般事務 １人程度 5 4 1 1

学校事務 １人程度 4 3 1 1

採用者数
(H24.4.1現在)

第２次試験

17 17

職　種
採用

予定人員
応募者数

第１次試験

採用予定人員 応募者数 受験者数 合格者数 受験倍率

平成　９年度 ⧯ᐓ名 97 83 4 20.8

平成１０年度 ⧯ᐓ名 76 72 3 24.0

平成１１年度 ⧯ᐓ名 56 48 4 12.0

平成１２年度 4 43 34 4 8.5

平成１３年度 4 39 35 3 11.7

平成１４年度 4 59 48 4 12.0

平成１５年度 4 54 51 4 12.8

平成１６年度 4 35 32 4 8.0

平成１７年度 3 36 35 3 11.7

平成１８年度 2 19 17 2 8.5

平成１９年度 2 13 12 2 6.0

平成２０年度 5 18 16 5 3.2

平成２１年度 3 14 12 3 4.0

平成２２年度 2 14 12 2 6.0

平成２３年度 2 17 17 2 8.5
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２ 職員の給与 

(1)  平成２３年職員給与実態調査 

   平成２３年職員給与実態調査の概要は、次のとおりです。 

ア 調査対象職員 

    平成２３年４月１日に在職する職員 

  イ 調査項目 

    平成２３年４月分の給料、諸手当の月額及び職員数等 

  ウ 調査結果の概要 

(ｱ) 給料表別職員数及び平均年齢            （単位：人、歳・月） 

給料表 行政職 公安職 研究職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 

適  用  を 

受ける職員 

事 務 ・

技 術 職 員 

警 察 官 研究センタ

ー・研究所等

で試験研究

業務等に従

事する職員 

医 師 

歯 科 医 師 

薬 剤 師 

獣 医 師 

栄 養 士 等 

 

保 健 師 

看 護 師 等 

職員数 4,926 3,023 170 29 266 125 

平均年齢 43.11 39.5 41.1 48.3 45.0 46.1 

 

教育職(2) 教育職(3) 

高等学校等教育職員 小・中学校教育職員 
計 

3,176 9,584 21,299 

42.8 45.4 43.9 

 

(ｲ) 給料表別職員数の割合 

医療職(3)
0.6%

医療職(2)
1.3%

研究職
0.8%

教育職(3)
45.0%

行政職
23.1%

公安職
14.2%

医療職(1)
0.1%教育職(2)

14.9%

 



 

 
-
 3

8
 -

 

(
ｳ
)
 
職
員
数
の
推
移
（
全
職
員
 
平
成
元
年
＝
１
０
０
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単
位
：
人
）
 

21
,2

99

2
2,

70
7

24
,5

73

2
4,

61
2

24
,7

43

2
4,

80
3

24
,9

45
24

,9
86

24
,7

84

24
,6

80

24
,5

05
24

,3
43 2
4,

26
7 2
4,

00
9 2
3,

79
8 23

,3
81

23
,2

86
23

,2
03

23
,0

62

2
2,

56
9

2
2,

19
4

2
1,

88
2 21

,5
69

8687888990919293949596979899

1
00

1
01

1
02

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

12
13

14
15

16
1
7

1
8

1
9

20
21

22
23

（
年
）

（
平

成
）

 



 

 
-
 3

9
 -

 

　
(
ｴ)
 
給
料
表
別
平
均
給
与
月
額

給
料

扶
養

手
当

地
域

手
当

計
（

Ａ
）

円
円

円
円

円
円

円
円

％

3
3
8
,
7
8
3

1
2
,
6
6
6

5
4
0

3
5
1
,
9
8
9

5
5
,
6
6
3

4
0
7
,
6
5
2

3
5
3
,
9
2
6

△
 
1
,
9
3
7

9
9
.
5

3
1
6
,
8
0
6

1
4
,
2
6
8

3
7

3
3
1
,
1
1
1

8
6
,
3
8
4

4
1
7
,
4
9
5

3
3
6
,
8
1
8

△
 
5
,
7
0
7

9
8
.
3

3
5
4
,
4
5
7

1
3
,
9
2
1

0
3
6
8
,
3
7
8

4
5
,
7
8
0

4
1
4
,
1
5
8

3
6
9
,
9
6
4

△
 
1
,
5
8
6

9
9
.
6

4
9
4
,
0
9
2

1
1
,
4
6
6

8
6
,
7
7
4

5
9
2
,
3
3
2

3
9
7
,
0
1
1

9
8
9
,
3
4
3

6
0
3
,
7
0
3

△
 
1
1
,
3
7
1

9
8
.
1

3
4
6
,
9
6
5

9
,
0
4
1

0
3
5
6
,
0
0
6

3
9
,
6
6
2

3
9
5
,
6
6
8

3
6
1
,
6
0
0

△
 
5
,
5
9
4

9
8
.
5

3
5
5
,
4
8
0

4
,
1
5
2

0
3
5
9
,
6
3
2

5
3
,
1
5
5

4
1
2
,
7
8
7

3
6
6
,
9
2
1

△
 
7
,
2
8
9

9
8
.
0

3
6
6
,
7
2
6

1
1
,
8
9
9

0
3
7
8
,
6
2
5

3
6
,
9
4
9

4
1
5
,
5
7
4

3
7
8
,
2
3
1

3
9
4

1
0
0
.
1

3
8
2
,
7
8
7

1
0
,
3
4
3

0
3
9
3
,
1
3
0

3
1
,
7
0
7

4
2
4
,
8
3
7

3
9
2
,
7
6
4

3
6
6

1
0
0
.
1

3
6
0
,
1
6
8

1
1
,
6
4
7

2
4
8

3
7
2
,
0
6
3

4
6
,
6
2
4

4
1
8
,
6
8
7

3
7
3
,
2
5
7

△
 
1
,
1
9
4

9
9
.
7

（
注

）
1

　
給

料
に

は
、

給
料

の
調
整

額
及
び

切
替

に
伴

う
差

額
を

含
み

ま
す

。
な

お
、

教
育
職

(
2
)
及
び

教
育
職

(
3
)
に
お

い
て
は

、
こ

の
ほ

か
に

教
職
調

整
額

を
含

み
ま
す
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ま

た
、

給
料

月
額

は
特
例

条
例
に

よ
る

減
額

後
の

額
で

す
。

2
　

「
そ

の
他

の
手
当

」
と
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、
初
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管
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ず
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。
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当
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(ｵ) 平均給料月額の推移 

        

年 行政職（円） 全職員（円） 

３ 282,055 303,078 

４ 294,901 315,011 

５ 305,821 325,480 

６ 314,514 335,156 

７ 321,884 343,336 

８ 329,014 351,134 

９ 335,544 358,323 

１０ 342,290 365,638 

１１ 347,919 372,739 

１２ 352,162 377,992 

１３ 348,546 374,641 

１４ 351,083 378,593 

１５ 353,798 380,654 

１６ 354,466 380,156 

１７ 358,832 382,927 

１８ 359,048 382,835 

１９ 357,125 378,633 

２０ 355,343 376,433 

２１ 342,736 362,993 

２２ 340,413 361,130 

２３ 338,783 360,168 

  （注）給料に含むものは、前ページ（エ）の（注）の１と同じです。 
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(2)  平成２３年職種別民間給与実態調査 

   平成２３年職種別民間給与実態踏査の概要は、次のとおりです。 

  ア 調査対象事業所 

    企業規模 50 人以上かつ事業所規模 50 人以上の県内事業所の中から層化無作為抽出

法により抽出した 525 事業所（うち実地調査：182 事業所） 

  イ 調査項目 

    平成２３年４月分の県内民間事業所従業員の給与等 

  ウ 調査結果の概要 

   (ｱ) 民間における給与改定の状況 

   その１ ベースアップの実施状況                （単位：％） 

 ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ実施 ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ中止 ベースダウン ベア慣行なし 

一般の従業員 １７．８ １９．０ ０．０ ６３．２ 

課長級 １４．６ １０．４ ０．０ ７５．０ 

（注） ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟと定期昇給を分離することができない事業所も含めて集計しました。 

 

   その２ 定期昇給の実施状況                  （単位：％） 

定期昇給制度あり 

定期昇給実施 

 

 

 増額 減額 変化なし 

定期昇給

停  止 

定期昇給

制度なし 

一般の従業員 88.3 86.6 27.6  9.7 49.3  1.7 11.7 

課長級 67.1 65.3 24.1  6.0 35.2  1.8 32.9 

  （注） ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計しました。 

 

(ｲ) 民間における初任給の状況                 （単位：円） 

職 種 学 歴 企業規模計 500人以上 100人以上 
500人未満 

50人以上 
100人未満 

新卒事務員 
大学卒 

短大卒 

高校卒 

180,253 

169,916 

150,348 

184,294 

174,326 

156,401 

182,973 

171,666 

148,268 

168,646 

163,771 

150,000 

新卒技術者 

大学卒 

短大卒 

高校卒 

187,258 

169,507 

151,118 

198,521 

172,739 

160,537 

181,441 

168,586 

147,318 

183,667 

      X 

      X 

新卒事務員 

・技術者計 

大学卒 

短大卒 

高校卒 

182,261 

169,654 

150,625 

187,107 

173,387 

158,417 

182,295 

169,331 

147,968 

172,356 

165,021 

147,477 

  （注）「X」は、調査事業所が１事業所の場合です。 

 

   (ｳ) 民間における家族手当の状況 

扶養家族の構成 支給月額 

配偶者 

配偶者と子１人 

配偶者と子２人 

14,361 円 

19,858 円 

25,280 円 

（注）１ 支給月額は、家族手当の支給につき配偶者の収入に対する制限がある事業所

について算出しました。 
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   (ｴ) 民間における住宅手当の支給状況              （単位：％） 

支 給 の 有 無 事 業 所 割 合 

支 給 ５３．７ 

借家・借間居住者に支給 （９８．０）  

自宅居住者に支給 （７７．４） 

非    支     給 ４６．３ 

借家・借間居住者に対する住宅手当月額

の最高支給額の中位階層 

２７，０００円以上 

２８，０００円未満 

  （注）（ ）内は、支給がある事業所を１００とした割合です。 

 

   (ｵ) 民間における特別給の支給状況 

項       目 金  額  等 

下 半 期 （ Ａ １ ） ３４３，１０６円 
平均所定内給与月額 

上 半 期 （ Ａ ２ ） ３４６，１２９円 

下 半 期 （ Ｂ １ ） ６６５，０３８円 
特 別 給 の 支 給 額 

上 半 期 （ Ｂ ２ ） ７０３，６５１円 

下半期（Ｂ１／Ａ１） １．９４月分 

上半期（Ｂ２／Ａ２） ２．０３月分 特別給の支給割合 

年 間 計 ３．９７月分 

  （注）下半期とは平成２２年８月から平成２３年１月まで、上半期とは同年２月から７

月までの期間をいいます。 

 

   (ｶ) 民間における雇用調整の実施状況 

項         目 実施事業所割合（％） 

採用の停止・抑制 １２．８ 

転籍出向 ６．４ 

希望退職者の募集 ２．９ 

正社員の解雇 ０．４ 

部門の整理閉鎖・部門間の配転 ４．８ 

業務の外部委託・一部職種の非正規社員への転換 ２．３ 

残業の規制  ６．２ 

一時帰休・休業 １１．２ 

ワークシェアリング ０．４ 

賃金カット ２．７ 

計 ２７．９ 

  （注）１ 平成２３年１月以降の実施状況です。 

     ２ 項目については、複数回答です。  
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(3) 平成２３年 職員の給与等に関する報告及び勧告 

人事委員会は、平成２３年１０月２８日、県議会及び知事に対し、職員の給与等に関

し報告及び勧告を行いましたが、その内容は、次のとおりです。 

 

■■■■    平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年    職員職員職員職員のののの給与等給与等給与等給与等にににに関関関関するするするする報告報告報告報告    ■■■■    

 

Ⅰ 職員の給与等に関する報告及び勧告についての基本的な考え 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、地方公務員法において、社会一般の情勢に適

応するように、随時、適当な措置が講じられなければならないとされています（情勢適応の

原則）。また、給与については生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業

の従事者の給与その他の事情を、給与以外の勤務条件については国及び他の地方公共団体の

職員との権衡を考慮して定めなければならないとされています（均衡の原則）。 

人事委員会の報告・勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として、情勢適応の原

則及び均衡の原則に則り、職員の適正な勤務条件を確保するために設けられているものであ

り、本委員会は、毎年、県内の民間企業の給与等の状況を精確に調査・分析し、人事院が行

う報告・勧告や他の地方公共団体の職員の給与等の状況等を総合的に勘案して、報告・勧告

を行っています。 

本委員会では、平成 17年に人事院が報告・勧告した給与構造改革に準じて、給料表や昇給

制度の見直し、地域手当の新設等を勧告し、平成 18 年には民間企業の給与水準をより精確に

反映させるため、調査対象の企業規模を 100 人以上から 50人以上に拡大しました。また、昨

年は、他の都道府県の状況等を勘案し、獣医師に対する初任給調整手当の支給について勧告

するなど、随時、職員の適正な勤務条件を確保するための措置を講じています。 

国においては、平成 20年６月に施行された国家公務員制度改革基本法に基づき、国家公務

員の労働基本権の在り方について検討が行われ、一般職公務員への協約締結権の付与や人事

院勧告制度の廃止等を盛り込んだ国家公務員制度改革関連四法案が現在国会に提出されてい

るところです。 

また、人事院は、本年の給与勧告の際に、国家公務員制度改革について報告しているほか、

「定年を段階的に 65 歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を

行ったところですが、これらの事項については、本県職員の人事給与制度に大きく影響する

ものと考えられることから、国の動向を注視していく必要があります。 

本委員会は、これまでも、情勢適応の原則及び均衡の原則に則って、必要な措置を報告・

勧告してきたところですが、今後とも、民間給与の実態や社会情勢の動き等を的確に捉え、

人事行政の中立・専門機関として期待される役割を十分に果たせるよう努めていきます。 

 

Ⅱ 職員の給与 

 

１ 職員の給与の状況 (略：平成 23 年職員給与実態調査について記載) 

 

２ 民間の給与の状況 (略：平成 23 年職種別民間給与実態調査について記載) 

 

３ 職員と民間の給与の比較 

  本年の職員給与と民間給与の比較を行った結果は、次のとおりです。 

(1) 月例給 

本委員会は、職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき、公務におい

ては一般の行政事務を行っている行政職給料表適用職員、民間においては公務の行政職給料

表と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の者について、主な給与決定要素（役

職段階、年齢、学歴）を同じくすると認められる者同士の４月分の給与額（公務にあっては

比較給与の月額、民間にあってはきまって支給する給与から時間外勤務手当及び通勤手当を

除いたもの）を対比させ、精密に比較（ラスパイレス比較）を行いました。 
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本年４月の職員給与は、特例条例により給料月額が減額されていますが、当該減額措置は

臨時・特例的に行われたものであることから、公民給与較差の算出における職員給与につい

ては、当該減額措置がないものとした場合の職員給与を用いることとし、その職員給与と民

間給与を比較した結果、別表第４に示すとおり、職員給与が民間給与を 1,073 円（0.28％）

上回っています。 

 

別表第４ 公民給与の較差 

 

 

 

 

 

 

 

(備考) 特例条例による減額措置後の職員給与は、民間給与を 10,685 円（2.89％）下

回っています。 
(注)１ 民間、職員ともに本年度の新規学卒の採用者は含まれていません。 

(注)２ 公民給与の比較については、県の行政職給料表適用職員と、公務と類似する民間職種（事務・技術

関係職種）の従業員について、主な給与決定要素(役職段階、年齢、学歴)を同じくすると認められ

る者同士の本年４月分の給与額を対比させ、比較しています。 

 

 (2) 特別給 

本委員会は、職種別民間給与実態調査により民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支

給実績を精確に把握し、これに職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間支給月数を合わ

せることを基本に勧告を行っています。 

本年の職種別民間給与実態調査の結果、昨年８月から本年７月までの１年間において、民

間事業所で支払われた特別給は、別表第５[略]に示すとおり、所定内給与月額の 3.97 月分に

相当しており、職員の期末手当・勤勉手当の年間の支給月数 3.95 月とおおむね均衡してい

ます。 

 

４ 生計費及び物価 

総務省統計局の家計調査等を基礎として算定した本年４月の熊本市における１人世帯、２人世

帯、３人世帯及び４人世帯の標準生計費は、それぞれ 102,089 円、146,174 円、167,504 円及び

188,831 円となっています。 

また、総務省統計局調査による本年４月の消費者物価指数は、昨年４月に比べ、熊本市で 0.8％

減少しています。 

 

５ 国家公務員の給与 

(1) 国家公務員と職員との給料比較 

総務省の平成 22 年地方公務員給与実態調査（平成 22 年 4 月１日現在）によると、行政職俸給

表(一）の適用を受ける国家公務員の俸給と、これに相当する本県の行政職給料表適用職員の給

料を比較すると、おおむね均衡しています。 

(2) 人事院の報告・勧告等の概要 

人事院は、本年９月 30 日に、国会及び内閣に対して国家公務員の給与等について報告・勧

告を行いました。 

月例給については、本年４月分の国家公務員給与が民間給与を 899 円 (0.23％)上回ってい

ることから、50 歳台に重点を置いた俸給表の引下げ改定を行うこと、特別給（期末手当・勤勉手

当）については、東北３県を除いた民間の支給月数が若干上回っているものの、今夏の東北３県

のボーナスの状況は厳しいとみられること等から、特別給の引上げを行うべきと判断するに至ら

ず、改定を見送ることとしました。 

較        差 

民間の給与（Ａ） 職員の給与（Ｂ） 
（Ａ）－（Ｂ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

        ×100 

  （Ｂ） 

379,783 円 380,856 円 △1,073 △0.28 
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また、給与構造改革における経過措置額については、平成 24 年度から２段階で廃止すること

としました。 

さらに、国家公務員制度改革に関して報告しているほか、「定年を段階的に65歳に引き上げる

ための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を行っているところです。 

 

６ 給与の改定 

(1) 給与改定の必要性 

本県においては、３で述べたとおり、本年４月分の職員給与が民間給与を 1,073 円

(0.28％)上回っていること、及び職員の期末手当・勤勉手当の年間支給月数は民間の昨年

８月から本年７月までの１年間の特別給の支給割合とおおむね均衡していることが明らか

になりました。 

また、人事院は、５(2)で述べたとおり、国家公務員の給与について、月例給を引き下げ

ることなどを内容とする勧告等を国会及び内閣に対して行いました。 

職員の給与は、国、他の地方公共団体の職員及び民間企業の従業員の給与等を考慮して

定めるとする地方公務員法の均衡の原則を踏まえる必要があり、本委員会は、これらを総

合的に勘案して検討した結果、本年は、給料表について引下げ改定を行うことが適当であ

ると判断しました。 

(2) 改定すべき事項 

ア 行政職給料表について、本年の民間給与との較差の状況等を考慮して、民間の給与水

準を上回っている 50 歳台の職員を中心に、40 歳台以上を念頭において、給料月額の引

下げを行うこととし、再任用職員の給料月額についても、再任用職員以外の職員の給料

月額の改定に準じた改定を行うこととします。また、行政職給料表以外の給料表につい

ても、行政職給料表との均衡を考慮して、所要の改定を行うこととします。ただし、医

療職給料表（１）については、医師の処遇を確保する観点から、引下げ改定は行わない

こととし、第２号任期付研究員に適用される給料表についても、若手研究者を対象とし

た給料表であることから、引下げ改定は行わないこととします。 

なお、給料月額について改定が行われることを踏まえ、熊本県一般職の職員等の給与

に関する条例等の一部を改正する条例（平成 18 年熊本県条例第８号）附則第７項の規

定による給料（経過措置額）の算定基礎となる額についても、所要の調整措置を講ずる

こととします。 

イ 本年４月からの年間給与で民間との実質的な均衡が図られるよう、本年 12 月期の期末

手当の額において、所要の調整措置を講ずることとします。 

 

７ 給与構造改革と今後の取組 

(1) 給与構造改革 

本県においては、これまで本委員会が勧告した、年功的な給与上昇の抑制や職務と職責

に応じた給与構造への転換など給与構造改革に関係する施策は、平成 18 年度から同 22 年

度までの５年間で計画的にすべて実施されています。 

人事院においては、来年以降、地域間給与配分の見直しの最終的な検証を行うこととし

ており、本委員会としては、今後これらの取組の内容についても十分注視していく必要が

あると考えます。 

(2) 給与構造改革における経過措置 

給与構造改革において、本県では国に準じて、給料表水準の平均約 4.8％の引下げを行

うとともに、給料の基本給としての性格を考慮し、個々の職員が受ける新たな給料月額が

昇給、昇格及び給料表改定等により平成 18 年 3 月 31 日に受けていた給料月額に達するま

での間は、経過措置を設けて段階的に実施されてきました。 

他方、人事院においては、平成 25 年度からの定年の段階的な引上げを見据え、高齢層

の職員の給与水準の是正を図るために、平成 24年 4 月から２段階で経過措置額を廃止する

ことを本年勧告したところです。 
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本委員会としては、国に準じて設けられた本県の経過措置の取扱について、国及び他の

地方公共団体の状況を注視しながら、検討していく必要があると考えます。 

(3) 今後の取組 

人事院は、その他、本年の報告の中で、来年度以降の取組として、給与構造改革におけ

る経過措置額を廃止しても、50 歳台における官民の給与差がなお相当程度残ることが想定

されるため、高齢層における官民の給与差を縮小する方向で昇格、昇給制度の見直しの検

討を進めること、及び、近年の民間における産業構造や組織形態の変化等の動きに対応し

ていく観点から職種別民間給与実態調査の対象となる産業の拡大、職種（役職）の定義や

官民比較における対応関係の見直し等について検討を行い、来年以降、必要な対応を行う

こととしています。 

本委員会としては、今後これらの取組の内容についても十分注視していく必要があると

考えます。 

 

Ⅲ 職員の人事・給与等に関する今後の課題 

 

１ 人事・給与制度 

(1) 勤務実績の給与への反映 

国においては、国家公務員制度改革基本法に定める能力と実績に応じた処遇という基本

理念に基づきその取組が進められています。 

本県においては、各任命権者において新たな人事評価制度が導入されていますが、勤務

実績を重視した昇給や勤勉手当の支給等については、各任命権者での取組内容に差異が見

られ、まだ勤務実績が給与に十分反映されているとは言い難い状況にあると考えます。今

後も公務の特殊性や長期的人事管理も考慮しながら、人事評価制度の適切な運用を行い、

勤務実績の給与への反映に向けて、更に取組を進めていく必要があります。 

(2) 多様で有為な人材の確保 

社会経済情勢が激しく変化する中、複雑・多様化、高度化が進む行政課題に的確に対応

していくため、採用試験を所管する本委員会には、各任命権者から、行政サービスの基盤

を支える多様で有為な人材の安定的な確保を期待されているものと考えます。 

他方、近年の本県における職員採用を取り巻く環境は、受験年齢人口の減少を背景に、

募集人員の抑制による受験者心理への影響等もあり、受験者の確保が容易ではない時代を

迎えています。また、筆記試験の受験勉強に対する負担感等から、公務員志望者とそうで

ない者との二極化が進んでおり、より多様な人材を本県受験に導くことも難しい状況にあ

ります。 

本委員会においては、このような状況を踏まえ、各任命権者とともに公務員志望者に本

県受験の動機付けを行い、また、公務員志望者以外の者も含めて本県受験を促すため、積

極的な募集広報活動の実施と併せ、試験制度の改善に取り組んでいます。 

平成 23 年度試験に向けては、10 年ぶりに作製した「職員募集パンフレット」等も活用

しながら、大学・企業主催の就職説明会等への参加機会を拡充して県の魅力をＰＲすると

ともに、受験者の負担を軽減し、より人物面を重視した採用試験とするため、一部試験区

分における専門記述式試験の廃止、口述試験の２段階化による第３次試験方式の導入等を

行いました。 

しかしながら、平成 23 年度大学卒業程度試験の結果をみると、応募者に対して実際に

受験した者の割合が過去最低を記録し、採用予定数に対して受験した者の割合を示す競争

倍率も過去２番目の低さとなるなど、課題が解決されたとは言い難い状況にあります。 

今後、多様で有為な人材を確保していくため、本委員会と各任命権者は、ともに課題の

解決に向けて、引き続き検討していく必要があると考えます。 

(3) 女性職員の登用 

本県では、“男女がともに自立し、支えあう社会の実現”に向けて「熊本県男女共同参

画計画」を策定し、「くまもとの夢４ヵ年戦略」においても男女共同参画の推進を重点施
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策の一つとして位置付けており、本県職員の任用においても、女性職員の登用は、男女共

同参画社会実現のために積極的に取り組むべき課題であると考えます。 

各任命権者の取組によって、管理職など役付職員に占める女性職員の割合は年々向上し

ていますが、今後とも、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することがで

きるよう引き続き取組を進めていく必要があります。 

(4) 段階的な定年の引上げ 

人事院は、本年、国家公務員制度改革基本法の規定を踏まえ、公的年金の支給開始年齢

の引上げに合わせて、「定年を段階的に 65 歳に引き上げるための国家公務員法等の改正に

ついての意見の申出」を行いました。 

意見の中では、段階的な定年の引上げのための具体的措置として、平成 25 年度から３

年に１歳ずつ段階的に定年を引上げ平成 37 年度に 65 歳定年とすること、民間企業の高齢

期雇用の実情を考慮し、60 歳超の職員の年間給与を 60 歳前の 70％水準に設定すること、

また、組織活力の維持のための方策として、能力･実績に基づく人事管理が徹底されるまで

の当分の間における役職定年制の導入などを求めています。 

地方公務員の定年は「国家公務員の定年を基準として条例で定めること」となっており

（地方公務員法第 28 条の２第２項）、国家公務員の定年延長に伴い、本県においても国と

同様の措置を検討することが必要になることから、人事院の意見申出を受けた今後の国の

対応状況について、十分注視していく必要があると考えます。 

(5) 労働基本権の問題 

公務員の労働基本権の在り方については、国家公務員制度改革基本法において、政府が、

国家公務員の労働基本権の在り方の検討に加え、地方公務員の労働基本権の在り方につい

ても、両者の整合性をもって検討するとされていましたが、去る６月に一般職の国家公務

員への協約締結権の付与や人事院勧告制度の廃止等を内容とする自律的労使関係制度の措

置を盛り込んだ国家公務員制度改革関連四法案が国会に提出されました。併せて総務省は、

「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方」を取りまとめ、国家公務員に措置さ

れる自律的労使関係制度と同様の制度を地方公務員に設ける考え方を示し、引き続き検討

を行っているところです。 

また、人事院は、本年、「国家公務員制度改革に関する報告」を行い、国家公務員制度

改革の前提となる基本認識や国家公務員制度改革関連四法案に関する論点等を改めて示し

た上で、「議論を尽くし、国民の十分な理解と納得を得て進めることが求められる」と指

摘しています。 

本委員会としても、この問題は職員の勤務条件及びその決定に大きく影響するととも

に、人事委員会勧告制度の在り方にもかかわる事項であり、この問題の検討状況について

は、引き続き十分注視していく必要があると考えます。 

 

２ 仕事と生活の調和に向けた勤務環境の整備 

職員の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のためには、健康で豊かな生活の

ための時間の確保や、多様な働き方ができる環境整備が重要であると考えます。 

(1) 総実勤務時間の短縮 

ア 時間外勤務 

任命権者においては、「時間外勤務の縮減に関する指針」を定め、その周知を図り、

定時退庁日の設定や、事前命令の徹底のほか、業務内容や仕事の進め方の見直しによる

時間外勤務縮減の具体策を示すなど、これまでも時間外勤務の縮減に取り組まれていま

す。 

しかし、これらの取組によっても一部では長時間の時間外勤務が生じているため、そ

の改善に向けて今後も指針に基づく取組を徹底し、必要な見直しを行うこと等により時

間外勤務の縮減に一層努める必要があります。 

特に管理・監督者においては、過度の長時間勤務が、職員の心身の健康や公務能率の

低下、ひいては仕事と生活の調和に及ぼす影響にも十分留意のうえ、職員の勤務時間の
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適正な管理に努めるとともに、既存の業務はもとより、新たな事業、業務の実施検討に

当たっては、その執行段階における体制等についても十分に検討し判断することが重要

であると考えます。 

イ 教職員の勤務時間 

教職員の勤務時間について、これまでも教育委員会においては、「教職員の総実勤務

時間の縮減に係る指針」に基づく、業務の適切な配分、定時退勤の推進、事務改善、会

議の簡素・効率化などの取組とともに、教職員の負担感の軽減を図る観点から、事務事

業の見直しなどにも積極的に取り組まれていますが、引き続き総実勤務時間の縮減に向

けて取り組んでいく必要があると考えます。 

ウ 年次有給休暇の取得 

年次有給休暇の取得は、健康で豊かな生活のための時間を確保し、職員の健康を維持

するという観点から重要であると考えます。 

各任命権者においては、職員一人ひとりの意識啓発に努め、管理・監督者は、職員が

より一層年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに努める必要があります。 

(2) 職員の健康管理 

職員の健康管理対策については、各任命権者において、各種健康診断のほか、メンタル

ヘルス対策として、指針の策定や各種研修の実施、健康管理推進員の配置、相談体制の整

備等が積極的に実施されていますが、心の疾病を理由とする休職者の割合は依然として高

い水準にあり、昨年度休職した職員全体の８割近くを占める状況となっています。 

各任命権者においては、これらの取組を引き続き推進していくとともに、心の疾病を理

由とする休職者が増加している状況を踏まえて、職員自らがストレスに早く気付き、相談

体制等を活用して早期に対処すること（セルフケア）や、管理・監督者が日頃から職員の

ストレスの状況把握に努め、その要因の軽減・除去や勤務環境の向上等の適切な対応をと

ること（ラインによるケア）に加え、産業医、保健師など健康管理スタッフ等によるケア

の充実が重要であると考えます。 

また、病気休職者の職場復帰に際しては、職場復帰支援手引等に基づき、管理・監督者

が中心となって、業務内容や勤務環境等に配慮するとともに、復職支援休暇の活用等が行

われているところですが、引き続き病気休職者が円滑に職場復帰できるよう努める必要が

あります。 

(3) 両立支援その他勤務環境の整備 

職員が、仕事と生活の調和を図りながら、その能力を十分に発揮するためには、制度面

の整備だけでなく、周りの職員の理解と協力等が得られる職場づくりなど、職場の環境整

備を含めた良好で働きやすい勤務環境の整備が不可欠であると考えます。 

特に育児や介護を行う必要のある職員に対しては、両立支援の取組を推進していくこと

が重要であり、本県においては、育児休業をすることができる職員の範囲を拡大するなど、

両立支援の制度は年々整ってきています。しかし、男性職員の育児休業の取得が少ないな

ど、制度の利用が十分ではない状況があり、各任命権者においては、今後も各種制度の周

知の徹底を図り、育児休業を取得しやすい職場の環境整備に向けて、管理・監督者の意識

改革にも取り組む必要があります。 

なお、国においては、男性職員の育児休業取得促進のために短期取得者に係る期末手当

の支給割合の引下げを見直すこととされており、本県でも同様の見直しの検討が必要であ

るほか、男性の育児休業や出産補助休暇の取得割合など「熊本県特定事業主行動計画（後

期計画）」に掲げる目標の実現に向けて、男性職員が育児参加しやすい職場の環境整備を

進めることが重要であると考えます。 

またセクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラス、メントは、職員の心身に支障を及

ぼし職場の環境を悪化させるだけでなく、職務能率、職場秩序の保持の点からも問題があ

ります。各任命権者においては、今後も各種職員研修の実施等により、更に良好な勤務環

境の整備に努める必要があります。 
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３ 危機発生時の対応 

平成 21 年の新型インフルエンザ流行、平成 22 年の口蹄疫発生、平成 23 年の東日本大震

災など、近年不測の事態が発生していますが、このような不測の事態に対し、危機管理の観

点からも、県として迅速かつ的確に対応することが求められています。 

各任命権者において、新型インフルエンザ発生時には、県民相談窓口の設置や業務継続計

画の策定等、口蹄疫発生時には、幹線道路での 24 時間消毒ポイントの設置や畜産農家への

指導等が行われ、また、本年の東日本大震災に際しては、被災者の捜索や被災地の警備等に

従事する警察職員の派遣、被災者の救助･搬送にあたる防災消防ヘリの派遣、保健医療チー

ムや行政支援チームの派遣、土木技術職員や教員の長期派遣等が行われています。 

このように、様々な危機発生に際して各任命権者においては、可能な限りの対応に取り組

まれてきたところですが、他方、勤務条件の面から、危機発生に対応する業務に従事する職

員やこれらの職員が所属する職場へ適切に配慮する必要があります。 

これまでも、各任命権者において、特例勤務の活用や代替職員の確保、民間への業務委託、

職員配置の調整等を行うことにより、職員や職場の負担が軽減されるような措置が講じられ

てきたほか、産業医の面談等による派遣職員の健康管理、従事する業務の実態を踏まえた給

与関係規程の運用や整備を行うなど、給与や勤務時間等の面からも配慮されてきたところで

す。 

今後も危機発生に際し、各任命権者においては、的確に対処できる体制の整備はもとより、

職員の勤務条件の悪化を招かない取組や業務内容を踏まえた給与処遇を行っていくことも

重要であると考えます。 

 

４ 臨時職員の勤務条件 

臨時職員の勤務条件については、基本的には各任命権者で措置されていますが、職員との

均衡面から、各任命権者において検討する必要があると考えます。 

 

５ 信頼の確保 

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務するものであり、職員には、勤務時

間の内外を問わず、公務員としての高い倫理意識が求められています。本委員会は、これま

でも、倫理意識の高揚の必要性に言及し、各任命権者においても、様々な取組が行われてい

ますが、県民の信頼を著しく損なう不祥事の発生が毎年続いています。 
本県では、職員の法令遵守意識の向上等に向けて、「熊本県職員行動規範」を定めていま

すが、県民の負託にこたえ、適正に行政課題に取り組んでいくためには、職員一人ひとりが

全体の奉仕者としての自覚を改めて強く持ち、自らの行動が公務の信用に影響を与えること

を常に認識して、公務員倫理の保持及び服務規律の遵守に更に努める必要があります。 

各任命権者においては、平素からの指導を更に徹底し、不祥事を未然に防ぐため、管理・

監督者に対する研修の実施など、引き続き職員研修の改善や強化を図り、綱紀の保持にこれ

まで以上に万全を期し、県民の信頼確保に努めていくことが重要であると考えます。 

 

Ⅳ 給与に関する勧告実施の要請 

人事委員会の勧告制度は、労働基本権制約の代償措置として、地方公務員法に定める情勢

適応の原則及び均衡の原則に基づき、職員の適正な勤務条件を確保するものです。 

これらの原則が正しく適用されることが、職員の努力や実績に的確に報いることになると

ともに、有為な人材の確保や労使関係の安定などを通じて、行政運営の安定に寄与するもの

であると考えます。 

本年の勧告においては、民間の給与の状況、人事院の報告・勧告等を総合的に勘案した結

果、月例給について水準を引き下げることとしました。 

議会及び知事におかれましては、勧告制度の意義及びそれが果たしている役割に深く御理

解をいただき、別紙第２の勧告[後掲]どおり速やかに実施されるよう要請いたします。なお、

本県においては、県の財政状況など諸般の事情を勘案し、平成 21 年４月から同 24 年３月ま
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での期間を限った措置として、特例条例による給与の減額措置が行われていますが、職員の

給与は地方公務員法に定める給与決定の原則によるべきものであり、本委員会としては、諸

事情が整い次第、本委員会の給与勧告に沿った給与水準が確保されるべきものと考えます。 

  

■ 平成２３年 職員の給与に関する勧告 ■ 

 

(4) 平成２３年給与の改定（参考) 

 

人事委員会勧告に基づき、次のとおり給与の改定が行われました。 

 

《給料表の改定》 平成２３年人事委員会勧告どおり給料表を改定 

・ 人事院勧告に準じ、医療職給料表(1)及び第 2 号任期付研究員に適

用される給料表を除き、50 歳台の職員を中心に、40 歳台以上を念頭

においた給料月額の引き下げ改定 

・ 改定の実施時期は、平成 23年 12 月 1 日 

 

※ ただし、特例条例による給料カットを実施していることを踏まえ、「平成 23 年

12 月に支給する期末手当に関する特例措置」は、未実施 

 

 本委員会は、別紙１の報告[前掲]に基づき、職員の給与について次のとおり勧告します。 

 

１ 給料表等について 

現行の給料表（医療職給料表（１）及び第２号任期付研究員に適用される給料表を除く。）

を別記[略]のとおり改定すること。 

また、熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成 18年熊本

県条例第８号）附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平

成 18 年熊本県条例第 42 号）附則第６項及び熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例（平成 18 年熊本県条例第 43 号）附則第６項の規定による給料（経過措

置額）の算定基礎となる額について、所要の調整措置を講ずること。 

 

２ 改定の実施時期等について 

(1) 改定の実施時期 

この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日（公布の

日が月の初日であるときは、その日）から実施すること。 

(2) 平成 23 年 12 月に支給する期末手当に関する特例措置 

平成 23 年４月からの年間給与で民間との実質的な均衡が図られるよう、平成 23 年 12 月

に支給する期末手当の額において、所要の調整措置を講ずること。 
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３３３３    条例条例条例条例・・・・規則等規則等規則等規則等    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 52 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 53 - 

３３３３    条例条例条例条例・・・・規則等規則等規則等規則等    

 

(1) 条例案に対する人事委員会の意見 

  県議会から求められた条例案についての意見 

 

意見表明年月日 議案番号 条 例 案 名 内       容 

23.6.14 第７号 

 

熊本県警察の職員の特

殊勤務手当に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 

 本議会に提案されました議案第７号について、地方公務

員法第５条第２項の規定に基づき人事委員会の意見を申し

述べます。 

議案第７号の熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する

条例の一部を改正する条例は、異常な自然現象又は大規模

な事故により重大な災害が発生した際に警察の職員が従事

する作業の特殊性を考慮し、関係規定を整備するものであ

り、適当であると考えます。 

 

23.11.29 第１１号 

 

 

第１９号 

  熊本県一般職の職員等

の給与に関する条例等の

一部を改正する条例 

  東日本大震災に対処す

るための熊本県警察の職

員の特殊勤務手当の特例

に関する条例 

本議会に提案されました議案第１１号及び第１９号につ

いて、地方公務員法第５条第２項の規定に基づき人事委員

会の意見を申し述べます。 

議案第１１号の熊本県一般職の職員等の給与に関する条

例等の一部を改正する条例については、本委員会が本年１

０月に議会及び知事に対して行いました職員の給与等に関

する報告及び勧告に概ね沿って改定するものであり、適当

であると考えます。 

議案第１９号の東日本大震災に対処するための熊本県警

察の職員の特殊勤務手当の特例に関する条例の制定につい

ては、東日本大震災に対処するための作業の著しい特殊性

や従事する警察職員の厳しい勤務環境等に鑑み、国家公務

員に準じて特殊勤務手当の特例を設けるものであり、適当

であると考えます。 

 

24.2.14 第６９号 

 

 

第７０号 

副校長の設置に伴う関

係条例の整備に関する条

例 

熊本県市町村立学校職

員のへき地手当等に関す

る条例の一部を改正する

条例 

本議会に提案されました議案第６９号及び第７０号につ

いて、地方公務員法第５条第２項の規定に基づき人事委員

会の意見を申し述べます。 

議案第６９号の「副校長の設置に伴う関係条例の整備に

関する条例」の制定については、「学校教育法」に定める

副校長の設置に伴い、「熊本県立学校職員の給与に関する

条例」他２条例における関係規定を整備するものであり、

適当であると考えます。 

議案第７０号の「熊本県市町村立学校職員のへき地手当

等に関する条例の一部を改正する条例」については、「へ

き地教育振興法」が改正され、へき地学校の指定基準の義

務付けが見直されたことに伴い、関係規定を整備するもの

であり、適当であると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 54 - 

 

(2) 規則等の制定・改廃 

 ア 規 則                                                                                             

 

規則番号 公布年月日 規   則   名 概      要 

第１７号 23.4.1 熊本県職員の勤務時間、休

暇等に関する規則の一部を

改正する規則 

地震等の災害に被災した際の特別休暇について、取得要件

の追加を行なった。 

(23.4.1 施行) 

第１８号 23.4.26 管理職員等の範囲を定め

る規則の一部を改正する規

則 

平成２３年４月の県の組織・機構改革に伴い、管理職員等

の範囲を定める規則の一部改正を行った。 

(23.4.26 施行) 

第１９号 23.5.6 東日本大震災に対処する

ための熊本県職員の勤務時

間、休暇等に関する規則の特

例に関する規則 

東日本大震災の被災者のためのボランティア活動への職

員の参加を容易にするため、ボランティア休暇の対象地域や

休暇の上限日数の特例を定める規則を制定した。 

(23.5.6 施行) 

第２０号 23.5.6 熊本県に公平委員会の事

務を委託している地方公共

団体の管理職員等の範囲を

定める規則の一部を改正す

る規則 

熊本県に公平委員会の事務を委託している天草市ほか４

町村の組織改正、職の新設等に伴い、管理職員等の範囲を定

める規則の一部改正を行った。 

(23.5.6 施行) 

第２１号 23.11.18 熊本県に公平委員会の事

務を委託している地方公共

団体の管理職員等の範囲を

定める規則の一部を改正す

る規則 

熊本県に公平委員会の事務を委託している和水町及び小

国町の組織・機構改革による職の新設改廃に伴い、管理職員

等の範囲の一部改正を行った。 

 

(23.11.18 施行) 

第２２号 23.11.30 熊本県職員等の給料月額

の調整額に関する規則の一

部を改正する規則 

給料表の改定に伴い、給料月額の調整額に係る調整基本額

を改定するために、所要の改正を行った。 

(23.12.1 施行) 

第２３号 23.11.30 給料の切替えに伴う経過

措置に関する規則の一部を

改正する規則 

給料表の改定に伴い、給与構造改革における経過措置額の

算定基礎となる額を引き下げるために、所要の改正を行っ

た。 

(23.12.1 施行) 

第２４号 23.11.30 熊本県職員の特地勤務手

当等に関する規則の一部を

改正する規則 

給料表の改定に伴い、特地勤務手当等の算定基礎に係る

「異動の日に受けていた給料及び扶養手当」の取扱を改める

ために所要の改正を行った。 

(23.12.1 施行) 

 
第２５号 23.11.30 熊本県職員の期末手当及

び勤勉手当に関する規則の

一部を改正する規則 

 １箇月以内の育児休業を取得した場合について、期末手当

の在職期間の除算対象としないよう取扱を改めるために所

要の改正を行った。 

(23.12.1 施行) 

第２６号 23.12.22 東日本大震災に対処する

ための熊本県警察の職員の

特殊勤務手当の特例に関す

る規則 

東日本大震災に対処するための警察職員の特殊勤務手当

の特例を定める条例の制定に伴い、当該条例で規定する手当

の支給に関して必要な事項を定めた。 

(23.12.22 施行、23.4.22 適用) 

第２７号 23.12.28 東日本大震災に対処する

ための熊本県職員の勤務時

間、休暇等に関する規則の特

例に関する規則の一部を改

正する規則 

 東日本大震災に対処するための熊本県職員の勤務時間、休

暇等に関する規則の特例に関する規則について、平成 24 年

１月１日以降も引き続きボランティア活動が必要となるこ

とから、特例規則の失効日を１年間延長する改正を行った。 

(23.12.28 施行) 



 

- 55 - 

第１号 24.3.9 熊本県職員等の初任給、昇

格、昇給等の基準に関する規

則の一部を改正する規則 

 給料表の改定に伴い、「昇格時号給対応表」の整備を行っ

た。 

(24.3.9 施行) 

第２号 24.3.9 副校長の設置に伴う関係

人事委員会規則の整備等に

関する規則 

 副校長の設置に伴い、以下の規則の一部改正を行った。 
①熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則 

②給料表の適用範囲に関する規則 

③熊本県職員の管理職手当に関する規則 

④熊本県職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則 

⑤管理職員等の範囲を定める規則 

⑥熊本県職員等の退職手当の調整額を支給される職員等の区分に

関する規則 

(24.4.1 施行) 

第３号 24.3.27 給料表の適用範囲に関す

る規則の一部を改正する規

則 

 義肢装具士の適用給料表を変更するための規定の整備を

行った。 

(24.4.1 施行) 

第４号 24.3.27 熊本県職員等の初任給、昇

格、昇給等の基準に関する規

則の一部を改正する規則 

 ６年制課程を卒業した薬剤師の初任給基準、司法試験予備

試験合格者の学歴免許の取扱を定める等の改正を行った。 

(24.4.1 施行) 

第５号 24.3.27 公益的法人等への熊本県

職員等の派遣等に関する規

則の一部を改正する規則 

職員を派遣できる団体を定めた公益的法人等への熊本県

職員等の派遣等に関する規則別表第１に新たに２団体を追

加するための一部改正を行った。 

                   (24.3.27 施行) 

第６号 24.3.27 熊本県職員の管理職手当

に関する規則の一部を改正

する規則 

 組織改正等に伴い、規定の整備を行った。 

(24.4.1 施行) 

第７号 24.3.30 熊本県職員の期末手当及

び勤勉手当に関する規則の

一部を改正する規則 

 熊本市の政令市移行により熊本市立小中学校県費負担教

職員に係る手当の一時差止処分を熊本市教育委員会が行な

うことに伴い、規定の整理を行った。 

(24.4.1 施行) 

第８号 24.3.30 熊本県へき地手当等に関

する規則の一部を改正する

規則 

 へき地教育振興法の改正に伴い、へき地学校等の指定基準

に係る規定の整備等を行った。 

(24.4.1 施行) 

第９号 24.3.30 熊本県職員の任用に関す

る規則の一部を改正する規

則 

試験制度改正に関する委員会での協議結果に基づき、熊本

県職員の任用に関する規則別表第１に規定する「学校事務」

の職種名称を改めるほか、規定の整備等を行った。 

(24.4.1 施行) 

第１０号 24.3.30 公益的法人等への熊本県

職員等の派遣等に関する規

則の一部を改正する規則の

一部を改正する規則 

第 19 回人事委員会で議決した一部改正規則について、別

表第１に掲げる派遣先団体の名称変更を行った。 

(24.4.1 施行) 

第１１号 24.3.31 熊本県人事委員会が保有

する行政文書の管理に関す

る規則 

「熊本県行政文書等の管理に関する条例」に基づき、熊本

県人事委員会が保有する行政文書の管理に関する規則を制

定した。 

(24.4.1 施行) 
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 イ 告 示 

  

告示番号 公布年月日 告   示   名 概      要 

第１号 23.8.25 熊本県職員の任用に関する

規則の施行規程の一部を改正

する規程 

熊本県職員の任用に関する規則の施行規程第９条第２項

第１号に規定する採用選考要請書に添付すべき書類につい

て、一部見直しを行うことに伴い、規定を整備した。 

(24.4.1 施行) 
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４４４４    公平審査公平審査公平審査公平審査 

 

５５５５    職員団体職員団体職員団体職員団体 

 

６６６６    公平委員会公平委員会公平委員会公平委員会のののの事務事務事務事務のののの受託受託受託受託 

 

７７７７    労働基準監督機関労働基準監督機関労働基準監督機関労働基準監督機関のののの職権行使職権行使職権行使職権行使 
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４４４４    公平審査公平審査公平審査公平審査    

 

(1) 勤務条件に関する措置要求の係属状況 

 

区  分 
平成 22年度末の 

係 属 件 数 

平成 23年度中の 

要 求 件 数 

平成 23年度中の 

終 結 件 数 

平成 24年度への

繰 越 件 数 

給 与 1(1) 1(1) 2(2) 0(0) 

休 暇 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

その他 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

 

県 

 

職 

 

員 

計 1(1) 1(1) 2(2) 0(0) 

受託市町村等 

職    員 
0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

合  計 1(1) 1(1) 2(2) 0(0) 

    数値は要求者数であり、（ ）内は事案数である。 

 

 

(2) 不利益処分についての不服申立ての係属状況 

 

区  分 
平成 22年度末の 

係 属 件 数 

平成 23年度中の 

申 立 件 数 

平成 23年度中の 

終 結 件 数 

平成 24年度への

繰 越 件 数 

懲戒処分 1(1) 0(0) 0(0) 1(1) 

分限処分 2(2) 0(0) 0(0) 2(2) 

その他 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

 

県 

 

職 

 

員 計 3(3) 0(0) 0(0) 3(3) 

懲戒処分 0(0) 1(1) 1(1) 0(0) 

分限処分 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

そ の 他 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

受

託

市

町

村

等

職 計 0(0) 1(1) 1(1) 0(0) 

合  計 3(3) 1(1) 1(1) 3(3) 

    数値は、申立者数であり、（ ）内は事案数である。 
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(3) 不利益処分についての不服申立ての審査の状況（平成 23 年度） 

 

 
事  案  名 審 査 の 状 況 

平成 22 年(人不）第１号事案（平成 22. 8. 8 申立て） 

平成 23 年(人不）第３号事案（平成 23. 3.31 申立て） 

争点整理に関する協議【処分庁側】 

(平成 23. 4.26) 

事案審査の併合 (平成 23. 8.11) 

平成 23 年(人不）第２号事案（平成 23. 2.21 申立て） 準備手続    (平成 23. 8.10) 

第１回口頭審理 (平成 23.12.19) 

第２回口頭審理 （平成 24. 2. 6） 

平成 23 年(人不）第４号事案（平成 23. 4.15 申立て） 裁 決     (平成 24. 3.16) 
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５５５５    職員団体職員団体職員団体職員団体    
 

(1)(1)(1)(1)    職員団体職員団体職員団体職員団体のののの登録登録登録登録                                    

 

 県 関 係 分 受託市町村等分 計 

平成 22 年度末登録団体数 13 25 38 

平成 23 年度解散届受理団体数 1 0 1 

平成 23 年度新規登録団体数 0 0 0 

平成 23 年度末登録団体数 12 25 37 

記載事項(役員)変更届出書受理団体数 10 23 33 

規約変更届出書受理団体数 0 4 4 

 

 

 

(2)(2)(2)(2)    登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表（（（（県関係分県関係分県関係分県関係分））））                

    （平成 24年 3月 31 日現在） 

 

職 員 団 体 の 名 称 登録年月日 法人申出の有無 

自治労熊本県職員労働組合 昭和 41.10.11 無 

熊本県教職員組合 41.10.11 有 

熊本県高等学校教職員組合         41.10.11 有 

熊本県教育庁職員組合         41.10.11 無 

熊本県菊池教職員組合         41.10.11 有 

熊本県阿蘇教職員組合         41.12.24 有 

熊本県宇城教職員組合         52. 7.28 有 

熊本県八代教職員組合         53. 3. 2 有 

熊本県学校事務労働組合         56.10.29 無 

熊本県人吉球磨教職員組合         59. 5.31 有 

熊本県水俣芦北教職員組合 平成 5. 9.27 有 

熊本県教職員組合上益城支部          5.11.18 有 
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(3)(3)(3)(3)    登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表登録職員団体一覧表（（（（受託市町村等分受託市町村等分受託市町村等分受託市町村等分））））  

    （平成 24年 3月 31 日現在） 

 

職 員 団 体 の 名 称 登録年月日 法人申出の有無 

錦町職員組合 昭和 41.10.11         無 

和水町職員組合  41.10.11         無 

御船町役場職員組合  41.10.11         無 

南関町職員組合  41.10.11         無 

水上村役場職員組合   41.10.11         無 

多良木町役場職員組合  41.10.11         無 

津奈木町職員組合  41.10.11         無 

阿蘇市職員労働組合  41.10.11         無 

大津町役場職員組合  41.10.11         無 

苓北町職員組合  41.10.11         無 

天草市職員労働組合  41.10.11         有 

自治労山都町職員組合  41.10.11         有 

宇城市職員労働組合  41.10.11         無 

美里町職員組合  41.10.11         無 

山江村職員組合  41.10.11         無 

南阿蘇村職員組合  42. 8. 3         無 

相良村職員組合  42. 8. 3         無 

南小国町職員組合  42. 8. 3         無 

益城町職員組合  42. 8.30         無 

五木村職員組合  48. 5. 1         無 

合志市職員組合  57. 8. 5         無 

 

西原村役場職員組合 平成 3.12.11          無 
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職 員 団 体 の 名 称 登録年月日 法人申出の有無 

上天草市職員組合 平成 16.12.27         無 

芦北町自治職員労働組合   17. 5.13         無 

小国町職員組合   19.12.25         無 

 

 

 

(4)(4)(4)(4)    職員団体等職員団体等職員団体等職員団体等にににに対対対対するするするする法人格法人格法人格法人格のののの付与付与付与付与にににに関関関関するするするする法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく規約認証規約認証規約認証規約認証        

（平成 24年 3月 31 日現在） 

    

団  体  名 認証年月日 

全日本自治団体労働組合熊本県本部 平成 7.12.18 
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６６６６    公平委員会公平委員会公平委員会公平委員会のののの事務事務事務事務のののの受託受託受託受託    
 

区  分 市町村等の別 受 託 団 体 数 職員団体登録数 
管理職員等の範 
囲を定めている 
団  体  数 

市 6 5 6 

町   村 31 20 31 

一部事務組合 23  18 

広 域 連 合 5  4 

平成22年度末の 

 

受 託 団 体 数 

計 65 25 59 

市    

町   村    

一部事務組合    

広 域 連 合    

平成23年度中の 

 

新規受託団体数 

計    

市    

町   村    

一部事務組合    

広 域 連 合    

平成23年度中の 

 

受託廃止団体数 

計    

市 6 5 6 

町   村 31 20 31 

一部事務組合 23  18 

広 域 連 合 5  4 

平成23年度末の 

 

受 託 団 体 数 

計 65 25 59 

（参考）平成 23 年度末の団体数 14 市 31 町村 29 一部事務組合 5広域連合 
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７７７７    労働基準監督機関労働基準監督機関労働基準監督機関労働基準監督機関のののの職権行使職権行使職権行使職権行使    
 

(1)  (1)  (1)  (1)  労働基準法別表第一各号区分一覧表労働基準法別表第一各号区分一覧表労働基準法別表第一各号区分一覧表労働基準法別表第一各号区分一覧表                （平成 24年 3月 31日現在） 
 

法別表第

一の号別 業 種 事  業  所  名 
労働基準 

監督機関 

第３号 土木・建設業 天草地域ダム建設事務所  労働局・ 

 労働基準 

 監督署 

第 12 号 教育・研究業 消防学校             保健環境科学研究所 

産業技術センター                 熊本高等技術訓練校 

技術短期大学校 

農業研究センター（矢部試験地を含む。） 

農業研究センター各研究所         農業大学校（阿蘇校舎を含む。） 

林業研究指導所          水産研究センター 

県立図書館                       教育センター 

生涯学習推進センター       天草青年の家 

各少年自然の家                   あしきた青少年の家 

県立美術館 

装飾古墳館（歴史公園鞠智城・温故創生館を含む。） 

各県立学校（分校を含む。）        警察学校 

人事委員会 

第 13 号 保健衛生業 各地域振興局保健福祉環境部       清水が丘学園 

こども総合療育センター      精神保健福祉センター 

労働局・ 

労働基準 

監督署 

法別表第一に掲げる 

事業以外の官公署 

本庁知事部局 

各地域振興局（保健福祉環境部及び上益城地域振興局土木部を除

く。） 

上益城地域振興局土木部          東京事務所 

熊本県税事務所                  自動車税事務所 

防災消防航空センター            くまもと県民交流館 

福祉総合相談所                  八代児童相談所 

食肉衛生検査所                  環境センター 

大阪事務所           福岡事務所 

熊本農政事務所                  各家畜保健衛生所 

漁業取締事務所                  熊本土木事務所 

市房ダム管理所                  氷川ダム管理所 

各港管理事務所                  天草空港管理事務所 

熊本駅周辺整備事務所      議会事務局 

各行政委員会事務局       各教育事務所 

警察本部 

各警察署（各交番、各警備派出所、各駐在所を含む。） 

人事委員会 
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(2)(2)(2)(2)    平成平成平成平成２２２２３３３３年度中年度中年度中年度中のののの労働安全衛生法労働安全衛生法労働安全衛生法労働安全衛生法にににに基基基基づくづくづくづく届出届出届出届出のののの受理状況受理状況受理状況受理状況    

 

内   容 知事部局 教育委員会 警察本部 計 

総括安全衛生管理者選任報告 1   1 

衛生管理者・産業医選任報告 18 77 25 120 

 

 

(3)(3)(3)(3)    平成平成平成平成２２２２３３３３年度中年度中年度中年度中のののの労働安全衛生法第労働安全衛生法第労働安全衛生法第労働安全衛生法第３８３８３８３８条条条条のののの特定機械特定機械特定機械特定機械のののの検査状況検査状況検査状況検査状況    

    

検査結果 
種 類 検査区分 対象基数 検査基数 

合 格 条件付 不合格 

未検査 

基 数 
廃止基数 

性能検査 11 7 7 － － 
(注１) 

4 
1 

ボイラー 

落成検査 1 1 1 － － － － 

性能検査 13 11 11 － － 
(注２) 

2 
1 第 一 種 

 

圧力容器 落成検査 3 3 3 － － － － 

性能検査 8 
(注３) 

7 
7 － － － － 

クレーン 

落成検査 － － － － － － － 

（注１）休止中：農業大学校阿蘇校舎（県５６号）、阿蘇清峰高等学校（教２０号）、小川工業高等学校

（教５５号）、玉名工業高等学校（教７２号） 

（注２）休止中：果樹研究所（県３１号）、南稜高等学校（教６５号） 

（注３）クレーンの性能検査は２年に１度実施。 

 

(3)(3)(3)(3)    平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中のののの労働基準法労働基準法労働基準法労働基準法にににに基基基基づくづくづくづく認定等認定等認定等認定等のののの状況状況状況状況    

 

内   容 知事部局 教育委員会 警察本部 計 

解雇予告除外の認定   2  1 3 

宿日直勤務の許可  2  2 

時間外休日労働協定届の受理 16 86 1 103 

 

 

 

 

 


